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緑化啓発イベント事業実施要領 

 

第１ 趣旨 

   生存に関わる森林・緑・水等についての大切さを広く県民に啓発し、その自発的な造成・ 

  保全活動を推進するため、市町村、団体及び実行委員会等（以下「市町村等」という）が開催 

 する森林・緑環境の造成及び保全に係る緑化啓発イベントを支援し、その活性化を図る。 

   なお、本事業の実施に当たっては、緑の募金実施要綱（以下「要綱」という）及びこの要領 

 の定めるところによる。 

 

第２ 定義 

   この要領で「団体」とは、自治会、婦人団体、青年団体、老人会等の法人及び任意団体をい 

 う。 

 ２ この要領で「事業費」とは、森林・緑環境の造成・保全に係る啓発・推進を目的とした各種 

 イベントの開催に要する経費であって、賃金・報償費・需用費・役務費・使用料及び賃借料・ 

 原材料費とし、職員の給料・手当・共済費・旅費等は対象外とする。 

 

第３ 事業費に対する交付額 

   開催に要する経費（交付対象内経費）の１／２以内で、４０万円を限度として理事長が定め 

 る額とする。 

 

第４ 交付金の交付申請 

   要綱第６条に基づき、交付を受けようとする市町村等は、緑の募金事業認定申請書（様式－ 

 １）１部に次の関係書類各１部を添えて、理事長に提出するものとする。 

 （１）事業計画書（様式－２） 

 （２）収支予算書（様式－３） 

 （３）その他理事長が必要と認めるもの 

 

第５ 交付金の交付決定 

   要綱第７条に基づき適当と認めるときは、緑の募金事業認定（交付決定）通知書（様式－４） 

  により当該市町村等に通知するものとする。 

 

第６ 事業計画変更の承認 

   交付決定を受けた市町村等は、当該事業計画を変更しようとするときは、事業計画変更承認 

 申請書（様式－５）１部を理事長に提出し、その承認を受けなければならない。 

      ただし、事業内容等が適正であり、交付決定額の減額が３０％を越えない軽微な変更は除く。 

 

第７ 指示及び検査 

   理事長は、交付決定を受けた市町村等に対して必要な指示をし、書類、帳簿等の検査を行う 

 ことが出来る。 
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第８ 交付金の交付請求 

   要綱第８条に基づき、交付決定を受理した市町村等は、緑の募金事業交付金交付請求書（様 

 式－６）１部を理事長に提出するものとする。 

 

第９ 実績報告 

   要綱第１１条に基づき、当該事業を完了した市町村等は、速やかに緑の募金事業実施報告書 

 （様式－７）１部に、領収書の写し・関係写真（準備作業並びに開催中の全景及び主要部分の 

 写真）を添えて、理事長に提出するものとする。 

 

第１０ 事業期間等 

   事業期間は、助成金交付決定の日から、その年度の３月３１日までとする。ただし、事前着 

 手届（様式－８）の提出があった場合は、この限りではない。 

 

 

 付則 

  この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

    この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。    

    この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。             

    この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

    この要綱は、令和 ３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


